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あいさつ

徳田 裕平（財団法人大阪市都市型産業振興センター 経済調査室長）

主催者を代表いたしまして簡単に一言ご挨拶をさせていただきます。このシンポジウムは今回で

３回目になります。１回目、２回目はリーマンショックの影響を引きずっている時期でしたので金

融をテーマにして先生をお迎えして基調講演をしていただきました。今回は、視点をかえまして韓

国について高先生の方からお話を承りたいと思って企画いたしました。

主催者の趣旨としての思いを簡単に述べさせていただきますと、日本政府はご存知のように首相

がころころ代わりましてなかなかスピード感をもった新たな政策を打ち出してないという状況でし

て、ＴＰＰを巡っても、実際、農業の反対が非常に多くてなかなか進まないのが現実です。一方、

お隣の韓国はＦＴＡも世界の数十カ国と結んでおられて、そのエリアを合わせると世界でもトップ

クラスの面積になるということです。こうしたなかで、我々日本の中小企業、大阪・関西の中小企

業としては、日本の政策を待っていては出遅れてしまう、そうであれば韓国や台湾などのやる気の

ある国の企業と手を結んで海外に展開した方が早目に勝負に出れるのではないかということを考え

ております。一昨日、東レが炭素繊維工場を韓国中部に新設するという報道がありましたように、

やはり韓国や台湾と連携しながら中小企業が海外に展開するということが今後の一つの方策ではな

いかなと個人的には思っております。本日は、そうした観点を含めて、甲南大学の高先生から、韓

国企業の戦略的経営について、興味深いお話を頂戴できるものと期待しております。どうぞよろし

くお願いいたします。
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Ⅰ 基調講演「韓国企業に学ぶ大阪・関西企業のグローバル展開の可能性」

高 龍秀氏（甲南大学 経済学部教授）

ご紹介にあずかりました甲南大学の高龍秀と

申します。よろしくお願いします。新春の講演

会、シンポジウムということで主催団体の方か

ら１月ですから何か元気がでる話ということで

要望を受けております。今、世界の企業の中で

元気のある企業として、例えばサムスン電子の

ような韓国の企業があると思います。もうみな

さんも様々聞かれいてることだと思います。今

日はサムスン電子を中心に韓国の企業の成長過

程についてお話をした上でそのバイタリティー

や競争力が皆様の企業にとって何かヒントにな

ることがあるのではないかということで、その

ヒントをつかみ取っていただくきっかけになれ

ば幸いに思っております。

今日の話は大きく５つの話になっております。

まず１つ目にサムスン電子の経営状態、売上や

営業利益等の収益力の話を簡単に見ておきます。

去年ビジネス雑誌のダイヤモンド、エコノミス

ト、週刊東洋経済などがサムスンや韓国企業の

特集を出していました。そこでよく言われてい

る言葉は、日本の電気メーカー大手９社ぐらい

が束になっても勝てないということが数字で見

られるわけですが、そういう高い収益力を持っ

ているのがサムスン電子の現状です。

２番目はサムスン電子のようなすごく競争力

がある企業を生み出してきた韓国社会の特徴で

す。それを背景的に韓国の社会の状況を考えま

す。それからサムスン電子の主力部門はどうい

う部門かという話をします。

３番目に半導体などを中心にサムスン電子の

競争力の源です。競争力はどこからきているの

かという話をしたいと思います。

４番目は日本の企業と違い、何か日本の企業

が学ぶ点があるとしたらサムスン電子は最初か

らグローバル企業だということです。日本の経

済は大きく世界ナンバーツー、ナンバースリー

の経済がありますが韓国経済は国内経済が小さ

いです。ですから最初から世界で売るというこ

とを考えているわけです。そういう意味ではこ

こ 10年間、特に中国やインドや中東、あるいは

今目をつけているのはアフリカなどですね、そ

ういう新しい市場にどんどんうって出ようとい

うのが韓国企業の特徴であると思います。そう

いう新興市場への果敢な攻勢があると思います

ので、その点は話を聞いていただいて日本の企

業にとっても何か参考になることがないかとい

うことで話をしたいと思います。

５番目に、そこまでは韓国企業の優れた点と

いう話をしましたが問題はないのかというと課

題はあります。サムスン電子をはじめとした韓

国企業の課題を最後に話したいと思います。

１．サムスンの突出した収益力（参考資料 P26）

サムスン電子の売上等々を日本の企業と比較

してグラフにしています。韓国の企業は会計が

１月で始まって 12 月で終わる企業が大半です

ので 12月末決算です。直近のデータがとれる１

年間でサムスン電子は売上が 10.9 兆円、ソニー、

パナソニックが７兆円強となっているわけです

が問題はこの売上に対して利益です。

本業で稼ぐ営業利益で見みますと、サムスン

電子は１年間で８千億円の営業利益を稼いでい

ます。この営業利益は日本の企業が束になって

も勝てないと言われています。韓国の企業の決

算は１月で始まって 12月ですから今、昨年１年

間の会計が出てくるという感じです。昨年はま

た記録を更新しそうで１年間で１兆円以上の利

益を上げそうです。かなり高収益企業になって

いるのが韓国サムスンの特徴であると思います。

次に同じエレクトロニクスの業界のパナソニ

ックと比較をして売上高、営業利益率をあげて

います。2007年までは約９兆円だったのが 2008

年に若干落ち込みました。これはリーマンショ

ックです。リーマンショックの影響でアメリカ、

ヨーロッパ、日本市場が大きく冷え込む中でパ

ナソニックをはじめ日本の企業は売上を減らさ
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ざるをえなくなりました。ところがサムスンの

売上はリーマンショックがあっても伸びていま

す。さすがに営業利益率はリーマンショックの

2008 年に下がりました。ですが売上は伸びてい

ます。日本の企業は一定の国内の内需があるの

と海外への輸出の面でも先進国向けの比率が高

いですがサムスンは違います。この 10年間で新

興市場に猛烈に輸出攻勢をかけています。です

からリーマンショックのあと日本、ヨーロッパ、

アメリカの市場が落ち込みましたが中国はマイ

ナス成長になっていません。今日データが発表

ありましたが 10％成長しています。それからイ

ンド等の新興市場があるわけです。サムスンか

ら見ると先進国向けの輸出で落ち込んでいる部

分を新興市場向けの輸出でかなり回復させてい

ます。そういう中で売上がリーマンショック以

降も伸びるというようなことがあります。

それと営業利益率の差です。この５年間を見

ても、パナソニックをはじめとした日本の企業

を上回る営業利益率をサムスンは守っています。

2005 年にサムスンのデータが一番良かったの

ですが、営業利益率は 14％ぐらいでした。稼ぐ

力がすごくあります。

我々の感覚でいいますと 10 数年前であれば

サムスン電子は二流企業だったと思います。例

えばＮＥＣにＯＥＭで一番小型のカラーテレビ

を輸出していました。ダイエーのプライベート

ブランドのカラーテレビをサムスンは作ってい

ました。やはり一流企業ではないという状況が

1980 年代後半ぐらいまであったと思います。そ

の状況から 10 数年間で一気に飛躍したのがサ

ムスン電子の状況でないかと思います。それは

何故出来たのでしょうか。そこから日本の企業、

我々が何かヒントを吸収できる点はないかとい

うことを是非今日は考えて頂きたいと思います。

サムスンの話が中心ですがその他の韓国企業の

ことを次に示しています。

韓国の公正取引委員会が韓国の大企業グルー

プについて毎年細かくデータを出していまして、

韓国の民間レベルの企業グループを基準に資産

順位を出しています。トップがサムスン、２番

目が現代自動車グループです。皆さんご存知の

韓国の自動車メーカーで起亜という自動車メー

カーがありました。これを現代自動車が買収し

ていますのでブランドは現代自動車と起亜のブ

ランド、全体は現代自動車グループになってい

ますのでそれを合わせますと世界で５番目ぐら

いの自動車の生産台数になります。日産を若干

上回るぐらいです。そういう面では現代自動車

というのも強い。ＳＫ、これは携帯電話、ＳＫ

テレコムと石油精製等をやっています。ＬＧは

サムスンにつぐ韓国の２番手の電気メーカーで

ＬＧ電子とＬＧ化学で力を持っています。ＰＯ

ＳＣＯは製鉄で新日鉄と同じぐらいの鉄鋼生産

能力を持っています。立ち上げる時に新日鉄に

技術もみんな教えてもらいましたが、20数年間

で新日鉄に並びました。

このあとサムスン電子の話を中心にしますが、

サムスン電子だけを見て韓国経済はすごいと思

うと少し誤解があります。サムスン電子は韓国

の中でも特殊で最もエクセレントカンパニーで

す。すべてがサムスン電子だと思ってもらうと

韓国のことをよく見すぎることになるかも知れ

ません。ですから資産規模で見ても飛び抜けお

り、韓国の中でも突出した競争力を持った企業

だと言えると思います。

２．韓国社会の特徴・サムスンの主要部門

（参考資料 P28）

今いくつかの簡単なデータでサムスン電子が

大変高い収益を上げていると言いましたが、サ

ムスン電子という企業をうみ出してきた韓国社

会の特徴をここでは考えておきます。日本と大

分違う点もあります。日本の企業が今後人材育

成をする時に考えるべき点もあるかもしれませ

ん。

韓国社会の特徴の１点目は、韓国という社会

は大変な競争社会です。まず子供達の受験地獄

が日本の比ではありません。おそらく世界で最

も激烈な受験地獄があると思われます。韓国は

社会的に儒教の伝統がすごく強く今でも残って

います。ですから年長者や年上の人を敬います。

私は大学教員ですが、韓国に行けば大学の先生

といえばすごく社会的地位が高く韓国で就職す
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れば良かったと思っています。日本では学生に

そんなに尊敬されないかも知れませんが、韓国

ではとにかく年長者、大学の先生は社会的地位

がすごく高いです。そういう儒教の影響があり

ますので教育をすごく重視しています。貧しい

家であっても子供に対する教育に対してはすご

く力を入れるのが韓国社会です。そういうこと

がありますから社会的に国全体、国民がいい大

学に入れようという熱がすごく高い。

いろいろ話を聞きますと小学校の高学年ぐら

いになると学習塾に４つぐらい行くのが普通だ

といいます。数学の学習塾、数学以外の他の学

習塾、英語教室、ピアノ教室そしてプラスアル

ファで体を鍛えるテコンドーの教室というのが

ありまして、お母さんは毎朝昼御飯用の弁当と、

学校が終わってからの晩御飯用の弁当を２つ作

って塾へ連れて行き、１つ目の英語の学習塾が

終わったら弁当を食べさせて次にピアノの教室

へ連れて行くというのを多くの家庭がやってい

るということです。このように大変激しい受験

競争あります。

サムスンで働くビジネスパーソンはそのよう

な激しい競争の中で勝ち抜いてきた人です。大

変苛酷な受験戦争があって４つぐらい塾に行か

せないとだめですから教育費がすごくかかりま

す。そうしますと子供１人を一生懸命教育費を

かけて育てると２人目を産むのが経済的に非常

に大変になり、どうしても１人っ子が多くなる

ということで日本以上に少子化で１人っ子が多

いのです。韓国の若者は小学校の頃から競争社

会にさらされ、受験で追い詰められて学力のあ

る子は当然ソウル大学や高麗大学を目指します

が家庭に余裕があればアメリカに留学させます。

留学の比率はすごく高いのです。このような受

験志向があるということです。

そしてもう１つ徴兵制度があります。私は個

人的にはあまりいいとは思いませんが、男性は

２年数カ月徴兵の期間があります。軍隊の中は

上下関係、上官の命令は絶対という激しい徴兵

の訓練の中で韓国の若者はすごく鍛えられてい

るということがあります。このように大変厳し

い競争の中で鍛えあげられ、その中で勝ち残っ

てきた人が一流企業のサムスングループに入る

という状況があります。

２点目は大分日本と違うと思います。国民的

に国境を越えて海外へ行くことのハードルがす

ごく低く、おそらく日本よりも３分の１ぐらい

低いのではないでしょうか。もともとアメリカ

への移民で、今、在米韓国人は約 200 万人いま

す。中国にも約 200 万人の韓国系の人が朝鮮族

としていらっしゃるということで海外へ出るこ

とに対する抵抗感がすごく低いのです。さらに

ここ 10 年、20 年で厳しい受験戦争に勝ち抜い

ていくために高い教育を受けるということでネ

イティブの英語を学ばせるために子供を幼少期

や小学生の頃にアメリカやヨーロッパに連れて

行くのがすごく多いですね。

例で出しますと、よく言われた言葉にキロ

ギ・アッパというのがあります。キロギという

のは韓国語で渡り鳥の雁のことでアッパはお父

さんです。これは何かというと子供が小学校の

時にお母さんと子供だけでアメリカに行きます。

例えば最初は夏休みだけ１ヶ月、アメリカでネ

イティブな英語を徹底して教えさせ、ある程度

慣れてきて余裕があれば１年、２年と留学させ

ます。お父さんはソウルで一生懸命働いて夏休

みになったら奥さんと子供に会いにアメリカへ

行くのです。お父さんが渡り鳥のように行った

り来たりするくらいに、受験地獄も大変で競争

社会に勝ち抜くために英語の能力をつけないと

いけないということで留学させる雰囲気がすご

く強いのが特徴であると思います。

サムスングループは社員をロシア、カザフタ

ン、アフリカ等に派遣するということをしてい

るわけですが、国境を越えていろいろな国に行

くことに対する抵抗感は低いと思います。簡単

にグローバルに移動するのが当たり前というこ

とが国民的にあるのが韓国社会の特徴であると

思います。

３つ目です。これも日本と大分違うと思いま

す。バブル崩壊後、日本も経済的に色々厳しい

時期があったと言われますが、韓国はもっと大

変で国の経済そのものが破綻の危機に追い込ま

れるアジア通貨危機がありました。1997 年のア
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ジア通貨危機の経験で韓国の外貨準備が完全に

なくなりました。ＩＭＦに支援を頼らざるを得

ないような状況です。サムスングループより少

し規模が小さい大宇グループというのがありま

したが、グループ全体が破綻に追い込まれまし

た。韓国の中ではトップレベルかも知れないが

サムスングループもうかうかしていると大宇の

ように破綻するかも知れないという強烈な危機

感がありました。そういう中でかなり大胆な改

革をせざるを得なかったと思います。日本の経

済も企業の中でいろいろ危機があるから改革し

ないといけないと思いますが、韓国ではもっと

激烈であったと思います。そういう社会的な背

景の中でサムスン電子はこの 10 数年間で急成

長してきたことになります。

そこでサムスン電子はどのような事業で利益

を上げているのか部門別で売上高を出していま

す。今現在一番大きいのは通信で、これは携帯

電話です。携帯電話が 38％、半導体が 24％、Ｌ

ＣＤ液晶が 22％、デジタルメディアの中で液晶

テレビ、プラズマテレビ等テレビや家電等があ

るわけですが、ざっくり言いますと携帯電話と

半導体と液晶、この３つが３本柱ということに

なります。この３つの部門でサムスン電子は収

益を上げているというパターンになっています。

日本の企業と違う特徴は、売上の中での輸出

依存度が極めて高いです。以前にパナソニック

の労働組合の人と勉強会で話をしたのですが、

パナソニックでも売上高に対する輸出の比率は

50％強ぐらいでしょうか。サムスン電子は輸出

比率がすごく高く半導体は 96％が輸出です。全

体の売上の内 96％が海外向けの販売です。通信

というのは携帯電話で 80％、液晶が 86％と全体

で 83％が韓国以外のマーケットで売っていて

グローバルに展開して稼いでいます。

先ほどサムスン電子の３つの事業部門がある

と言いましたが、時代的に見ると最初は 1980

年代に半導体で基盤を作りました。半導体はい

ろんな商品は作れませんので選択と集中でメモ

リーの中のＤＲＡＭ一点突破でそこに経営資源

を集中しました。半導体ＤＲＡＭに集中したサ

ムスンがＤＲＡＭを作り始めたのは 1983 年で

す。それ以前はＤＲＡＭを作ったことがありま

せんでしたが、９年後にはＤＲＡＭで世界トッ

プになりました。この間の世界トップは東芝、

NEC、日立で、それを上回ってサムスンが世界ト

ップになり、以降ずっとＤＲＡＭでは世界シェ

アナンバーワンです。30数％とかなり大きなシ

ェアで、新世代への技術的なレベルアップも世

界的に最も早いのが今のサムスン電子の状況で

す。ここで利益をしっかり稼いでその利益を他

の部門に注入していきました。

次は液晶パネルに乗り出しました。ただこれ

も歴史は浅く、実は 1995 年に初めて液晶パネル

を作り出しています。それ以前は液晶パネルを

作れるメーカーは圧倒的に日本でした。９割以

上が日本です。液晶は日本が独壇場でしたが

1995 年に韓国サムスンが液晶を作り始め、たっ

た４年間で液晶パネルで世界トップになりまし

た。最初はパソコン向けで、おそらく 2000年以

降から液晶テレビ等に力をつけてきました。

そして携帯電話は 1995 年に韓国国内市場で

トップになりますが、2000 年ぐらいから海外マ

ーケットへの販売が増えて、最近ではシェアで

世界ナンバーツーになっています。よく考えて

みますと 2000 年ぐらいまででサムスンの飛躍

があると思います。

2000 年以前はＤＲＡＭとパネルは液晶パネ

ルですからあくまでデバイスですね。部品で完

成品ではないです。デバイスで一つの商品に集

中してＤＲＡＭ、液晶パネルの能力をつけると、

2000 年以降は液晶テレビ、そして携帯の端末と

いう完成品です。そこではブランド戦略、マー

ケティングが重要になる完成品で特に新興市場

に一気に攻勢をかけて利益を上げてきたのがサ

ムスン電子の特徴ではないかと思います。

次にサムスン電子の競争力はどこから来てい

るのかということを半導体のＤＲＡＭの例を中

心に見ておきたいと思います。2009年のＤＲＡ

Ｍの世界シェアは 33％です。日本では唯一のエ

ルピーダ、これはＮＥＣと日立から分離して出

来たものです。半導体ロジックはインテルのＭ

ＰＵです。今話しているのはメモリーというデ

ータを保存する半導体の中で大きな市場がある
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ＤＲＡＭです。最近ではＤＲＡＭ市場以外にも

フラッシュメモリという新しい製品で急成長し

ていますが、ＤＲＡＭはもともとアメリカのイ

ンテル社が発明したものです。ＤＲＡＭは 1970

年代から 1980 年代初頭まではアメリカの企業

が主流でした。

世界の半導体売上高の前年比の成長率を見て

半導体という産業の特徴を考えてもらいたいと

思います。半導体産業は上がったり下がったり、

好況から不況への変化が極めて大きい産業であ

るというのがわかります。順調に伸びるのでは

なくて伸びる時は前年に比べて 60％売上が伸

びる。しかし翌年になると－20％になり半導体

産業全体が不況に落ち込む、また数年経つと好

況になります。よく言われる４年周期のシリコ

ンサイクルで好況から不況への波がすごく激し

いのが半導体産業の特徴です。

サムスンは先ほど言いましたように 1983 年

にＤＲＡＭ市場に参入して 1992 年に世界トッ

プになりました。この間にサムスンが急成長を

とげたということになります。その間に何があ

ったのか、大きなきっかけは日米半導体協定で

1986 年の日本とアメリカの半導体の摩擦です。

日本から半導体の輸出攻勢が一気にかかって集

中豪雨的な輸出があり、日本とアメリカで半導

体の摩擦が起こりました。日本からのアメリカ

向けのＤＲＡＭの輸出を抑えざるを得なくなっ

たのが日米半導体協定です。日本が抑えざるを

得なくなった中、その横で韓国サムスンがチャ

ンスとして大型の設備投資をして伸ばしていっ

たということもいえるかも知れません。

今話がありました 1985 年頃から2001 年まで

の日本の３社を入れた４社のＤＲＡＭの世界シ

ェアを表しています。サムスンは 1985 年頃はほ

とんど生産がありませんが、1992 年で世界トッ

プになりました。世界トップになったといって

もＮＥＣ、東芝、日立はすぐ下にいます。これ

ぐらいの差なんですね。これ以降サムスンは順

調に世界シェアを伸ばしています。日本のメー

カーはシェアを落として、2001 年に東芝はＤＲ

ＡＭ生産から完全に撤退しました。先ほどエル

ピーダで説明したＮＥＣと日立は大幅な赤字で

分社化してエルピーダという形にせざるを得な

くなりました。とういうのを見ますと日本の産

業と韓国の産業の違いを考えられると思います。

そこでサムスンが半導体ＤＲＡＭで世界トッ

プになっていった背景を見ておきたいと思いま

す。設備投資の金額を見ると、サムスン以外は

日本の大手メーカー３社です。日本のメーカー

と差があるのは 1991年あたりでしょうか。サム

スンは 1992 年から一気に設備投資を伸ばして

いきました。日本の企業は 1991 年にバブル崩壊

が始まって銀行が厳しくなり融資してくれなく

なります。ＮＥＣ等日本の企業３社が半導体の

設備投資を下げている中サムスンは一気に大型

の設備投資をし、1992年に世界トップをとった

ということになるわけです。

サムスン電子は最初、日本の企業の方が先行

した一世代前の半導体の生産を 1983 年に始め、

翌年に 64KB のＤＲＡＭの量産をやっと始めら

れたという状況です。同じ年に日本のメーカー

はその４倍の 256KB のＤＲＡＭの量産を始めて

います。日本の方が当然先行していて技術的に

も当然進んでいたという状況です。1985 年から

1986 年に日本のメーカーがＤＲＡＭのシェア

を拡大させていき世界生産の 75％ぐらいのシ

ェアをとりました。それ以前はアメリカのイン

テル社が開発した製品ですのでアメリカ企業が

中心でしたが 1985 年までの過程で日本の企業

がアメリカのメーカーを駆逐していったという

ことです。その方法はアメリカから技術を学び

吸収しながら大胆な設備投資をしたということ

です。そして 1985 年に日本の企業はインテル等

を打ち負かすほどの生産能力を作りました。イ

ンテルは 1985 年にＤＲＡＭの生産をやめると

いう大きな決断をしました。アメリカの企業の

ある意味すごいところかも知れませんが、イン

テルはＤＲＡＭの生産をやめて次にＭＰＵに行

き、今現在では世界トップとなり圧倒的な収益

源になっています。日本の企業がアメリカの企

業を打ち負かした、そのことをサムスンはすご

く研究しています。大胆な設備投資によって一

気に市場シェアを獲得していくという日本の戦

略をサムスンは学習し、同じ戦略で５年後、大
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幅な設備投資でサムスンは日本の企業を上回る

シェアを握るようになってきました。

それが何故可能だったかといいますと、1985

年にＤＲＡＭの世界シェアで 75％まで日本の

メーカーが力をつけて集中豪雨的に日本製品が

アメリカに入ってきました。インテルが撤退す

るということはアメリカの産業に被害が出るわ

けです。ということは経済摩擦なります。アメ

リカが政治力を発動して日米半導体協定で日本

製ＤＲＡＭのアメリカ向け輸出について総量を

規制するわけです。すると日本のメーカーは生

産を絞らざるを得なくなり大量生産ができない

という状況になります。1986年の日米半導体協

定の影響で最も供給力のある日本の企業が生産

を絞るので 1987 年に世界の半導体市場が品薄

になりました。買いたいのに半導体が足らない

という状況です。アメリカのコンピュータ産業

でＤＲＡＭが品薄になり価格が上がってくると

いう状況になってきます。

その中で日本の企業は技術開発を追求し

256KB から１MBの量産を始めます。この頃韓国

サムスンは一世代前の 256KB を作っています。

最も大きな販売先のアメリカでは 256KB が品薄

でまだ売れ、値段が上がっていくという状況で

す。日本の企業は１MBを量産していて 256KB を

あまり作っていませんので、サムスンは 256KB

を大量に生産してこの３年間ですごく利益を上

げることができました。日米半導体協定の影響

で日本のメーカーが生産を調整せざるを得ない

という隙間で韓国企業は大胆な設備投資をして

収益をしっかり上げることができました。この

時に日本の企業は生産を調整して大量生産を抑

えると価格が下がらず上がるのでかなり儲けら

れるという体験をしてしまいましたので、その

後も生産を抑えて大量供給をしないという状況

になります。その中でサムスンは設備投資が大

きくなって 1992 年に世界トップのシェアを握

るようになりました。４MBの量産の頃になると

１年しか差がありません。16MB になるとサムス

ンの方が先行して量産を始めています。日本の

企業よりも韓国の方が新製品について量産が早

いという状況にもなっていき、1990年代前半に

サムスンは日本の企業を上回るシェアを握るよ

うになりました。

サムスン電子の半導体の売上ですが特に

2000 年以降大きく売上を伸ばしたインテルが

世界トップで２番目がサムスンという状況です。

半導体の特徴はまずシリコンサイクルがある

ということです。そして次世代への新製品の交

代で１MB から４MB へと新世代の生産に向けて

大規模な設備投資が出来るかどうか、その資金

力が競争力の鍵になります。サムスンが急成長

できた 1980 年代後半の状況として、まず１つは

サムスンが大胆な設備投資をして新しい最新の

機械を備えつけましたが、半導体の機械製造装

置は大半が日本製です。この時代に買ったのは

日本の東京エレクトロン、アドバンテスト等の

日本製の半導体製造装置です。その中で技術が

体化される。それを大胆に購入しました。日米

半導体協定については先ほど説明しました。

1980 年代、日本の半導体メーカーはどちらかと

いうと大型コンピュータ向けにＤＲＡＭを生産

していましたが 1980 年代末にアメリカでパソ

コン市場が大きくなります。サムスンはパソコ

ン向けにＤＲＡＭを販売していったことがもう

一つの特徴だと思います。

３．サムスンの競争力の源泉（参考資料 P33）

以上の話をまとめますと、サムスン電子の競

争力の源はどこかということです。

１つ目は企業のスタイルがかなりトップダウ

ンだということです。日本の企業が重要な意思

決定をする時に稟議書や会議に時間をかけるの

に比べてサムスンは李さんというグループ会長、

オーナー経営者が絶対的な権限を持っています。

オーナー経営者が 1980 年代中頃にＤＲＡＭに

集中し、当面赤字が続いても大胆な設備投資を

してＤＲＡＭで世界トップのシェアを取るとい

う目標を発表しました。そしてトップダウンの

意思決定により急速なシェアの拡大ができたこ

とがありました。オーナー経営者だからトップ

ダウンのスピーディな意思決定ができたという

ことも１つですが、もう１つは李会長が全体の

グランドデザインを立てるのですが、そのもと
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で各半導体の事業本部の本部長などにかなり権

限を委譲しています。半導体の事業本部長、あ

るいは携帯電話の事業本部長が、アップル社と

交渉をし、そこで iPhone 用の半導体供給につい

て即断で決定することができるということも含

めてスピーディな意思決定ができるのです。

２番目は人材を重要視しています。先ほど韓

国の人は欧米留学組が多いという話をしました

が、韓国の大学の先生の話では人口あたりの博

士号取得者の世界トップは韓国だそうです。特

に理工系の大学院を出て修士や博士を取る人の

比率がかなり高く、アメリカやヨーロッパの大

学に留学して物理学、半導体の関連の工学部で

勉強をした博士号取得者をサムスンは高いサラ

リーを条件としてスカウトしています。日本の

メーカーの技術者もかなり高額でスカウトしま

した。2009 年末のサムスン電子の従業員 8.5 万

人の内、研究者が 2.2 万人、修士以上の取得者

が４千人以上いるということです。博士号を持

っている研究者は２千人です。日立は割りと博

士号が多いという話は聞きますが、千人は越え

ていないという資料を見たことがあります。人

材を重視するのはやはりサムスンの特徴だと思

います。

３点目はマーケティングについてかなり重視

しています。有名な制度は地域専門家制度とい

ってテレビや週刊誌等で言われています。サム

スンに入社して５年目か６年目の若者を１年間

世界各地に派遣する制度です。仕事はしなくて

いいですが、条件はサムスンの支社とコンタク

トをとってはだめで、自分の力で家も契約して

生活基盤も作ります。例えばロシア、アフリカ、

サウジアラビアに派遣して徹底してその国の消

費者の好み、文化、言葉、歴史、伝統を勉強し、

消費者が何を求めているのかしっかり把握する、

というように世界各地の専門家を育てています。

毎年約 200 人を世界に派遣しているようです。

これを 1990 年からしていますから 20 年で約

4,000 人世界各地のエキスパートがいます。

例えばサウジアラビアに派遣されて１年間現

地の言葉や文化を習った人が、サウジアラビア

の消費者のニーズについてさらに掘り下げて探

究するなどの成果で新興市場への浸透がスムー

ズにいっているのではないでしょうか。

この制度を背景にしてサムスンでヒットした

商品はインドの鍵付きの冷蔵庫です。我々の冷

蔵庫に鍵はついていません。ところがインドで

はメイドさんなど家族以外の人が入ってくるの

で主婦は鍵をつけたいというニーズがあったわ

けです。そういう調査員や専門家がニーズを作

って鍵付きの冷蔵庫がヒットしました。サムス

ンとＬＧも同じようなことをやっていますが、

ＬＧが開発してイスラム圏で販売してかなり人

気があったのは、薄型テレビでお祈りの時間に

コーランが流れる製品や携帯電話でお祈りの時

間に聖地のメッカの方向を指してくれる機能の

ついた製品です。このような機能のついた製品

をサムスンは開発しています。

フラッシュメモリーは携帯電話やｉＰｏｄの

ような携帯音楽プレイヤーで必要ですが、もと

もと東芝の研究者の舛岡さんが発明しました。

ところが、日本の企業は環境が極めて厳しく、

1994 年頃の東芝オリジナルのフラッシュメモ

リーは、技術はあるけどまだ何に応用するかと

いう製品化ができていませんでした。東芝にと

っては利益がほとんど上がらないという状況で

す。サムスンが共同開発を提案して、サムスン

が開発費や運営費を出す代わりに東芝に技術を

教えてもらうという契約を結びました。

その後、携帯音楽プレイヤーや携帯電話にフ

ラッシュメモリーがどんどん使われていき、サ

ムスンは大型の設備投資をして今世界トップを

握っているという状況です。

次に、薄型テレビでもサムスン電子がかなり

力を持っています。今半導体と液晶等の話をし

ましたが、実は部材、素材でいうと日本の企業

が頑張っている部分が多く、製造装置の多くは

日本製です。例えばサムスンは 1995年から液晶

を作り出しましたので液晶パネルは作れますが、

それに必要な部材、素材の多くは日本から買っ

ています。韓国でも部品メーカーは育っていま

すがまだ十分に育ってないという感じで、今で

も日本からたくさん買っています。

日東電工という大阪の会社は、偏光フィルタ
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ーで大きなシェアを持っていてサムスンの液晶

テレビ等にたくさん販売しています。甲南大学

の私のゼミ出身の卒業生が日東電工で働いてい

て、大学を卒業してから数年振りに会うと一生

懸命韓国語を勉強していました。何故かという

と韓国に支社があってそこに出張した時の取引

先がサムスンやＬＧだと言います。そのために

必要だからというので韓国語を勉強しているそ

うです。

このように半導体や液晶、携帯電話、エレク

トロニクス関係でいうと韓国、中国、台湾が圧

倒的に強いと思います。ただそれを支える製造

装置や部材はまだまだ日本の企業も競争力があ

ると思いますし重要だと思います。

もう一つ京都の会社でＳＫＥという会社があ

ります。もともと明治元年に創業した石田旭山

印刷という印刷会社ですが、印刷から発展して

飛行機から精度の高い航空写真を撮る写真化学

という会社へ、そこから分離独立したのが皆さ

んご存知の大日本スクリーンという半導体、液

晶等の製造装置メーカーで競争力のある会社で

す。それとＳＫエレクトロニクスというフォト

マスクを作っている会社で世界の 30％のトッ

プシェアを持っています。最大の販売先はサム

スン、シャープ、ＬＧ電子等です。

部材では日本の企業は強いということですが

韓国や台湾の企業がフォトマスクを作り出して

きています。他にもいろいろな部材を作ってき

ていますが、後発の韓国企業よりもレベルの高

い高級の部材を作れるかどうかが日本の中小企

業の鍵だと思います。液晶は世代ごとにガラス

が大きくなっていて、第 10 世代では３m×３m

と一番大きいガラス基盤になりますが、ＳＫＥ

が強いのはそのフォトマスクを作れるというこ

とで、技術力があれば日本の中小企業はまだま

だ勝負でき、東アジアのエレクトロニクスの部

門で勝ち残っていけるのではないかと思います。

時間があまりありませんので携帯電話等の話

は資料を参考にしていただければと思います。

４．新興市場への果敢な攻勢（参考資料 P40）

日本の企業、特に大手メーカーの課題です。

例えば日本の携帯電話はあまりにも多くの機

能があって、言い換えれば過剰品質です。日本

の企業がインド、中国等の新興市場に一層食い

込んでいくためにはもう少し機能と価格を下げ

た商品を開発するのが重要ではないかと思いま

す。

インドのタタのＮａｎｏという車は、ワイパ

ーは一本しかなくエアバック等の部品はほとん

どついていませんが 30万円いう商品です。日本

の企業がそれと同じ商品を作る必要はありませ

んが、どちらかというと先進国のマーケット向

けの極めて品質がよく価格の高い商品をずっと

追求してきたのではないでしょうか。日本のマ

ーケットはこれから人口が少なくなってきます。

欧米向けだけではなくて今後伸びてくる新興市

場のマーケットにあったような製品も考える必

要があるのではないでしょうか。サムスンは最

高級な商品から機能をかなりそぎ落とした低価

格な商品まで品揃えをしているという面で新興

市場にかなり食い込んできているということが

特徴だと思います。そのような新興市場向けの

マーケティング等も日本の企業は是非参考にし

ていただきたいと思います。

中小企業についてはエレクトロニクス関連で

日本の部品メーカー、素材メーカーはまだまだ

競争力があると思います。アジアでも同じよう

な部品メーカー出てきていますが、ワンランク

上の品質を追求すれば、サムスン、ＬＧや台湾

メーカー、中国メーカーと取引を拡大できると

思います。是非参考にしていただきたいと思い

ます。私の話は以上です。どうもご静聴ありが

とうございました。（拍手）

司会 高先生、ありがとうございました。それ

では質疑応答に移らせていただきます。ご質問

がございます方は挙手をお願いします。

質問者 サムスンの課題はどういったものです

か。

高 サムスンが今注目している日本の企業はい

ろいろありますが、任天堂はいくつかの企業が
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すごく注目してベンチマークしています。なに

かと言うと任天堂オリジナルのゲーム機があり

ますね。10年前であれば 10代、20代までの若

者が使うのがゲーム機で 30 代、40 代、我々中

年、あるいは主婦はゲーム機を使いませんでし

た。ところが任天堂は画期的な新製品を出しま

す。今までまったくお客さんでなかった中高年

も使えるような任天堂ＤＳやＷｉｉですね。家

族でＷｉｉＦｉｔというのをしていますが、家

族みんなで使えるようなゲーム機というのは今

までゲーム業界にありませんでした。このよう

な画期的な新製品を編み出したというのが任天

堂の強いところだと思います。

サムスンはサムスンオリジナルの商品がまだ

ありません。フラッシュメモリーは東芝が開発

した製品をサムスンが技術を教えてもらったも

のです。アップルコンピュータが強いのはアッ

プル社がｉＰｏｄ、ｉＰｈｏｎｅのような画期

的な新製品を作ったからです。サムスン電子は

まだそのようなサムスンオリジナルの新製品を

作ってないという点が企業としての一番の課題

だろうと思います。そういう面ではまだ先発メ

ーカーを追いかけています。

サムスンだけでなく現代自動車やＳＫも含め

て韓国の企業はまだ発展途上国的で、資金的な

不透明な問題や政治献金が不正にされていたり

刑事事件になっているなど、クリーンさやコー

ポレントガバナンスという点で課題を残してい

るというのが２点目です。

質問者 先ほど液晶パネルの素材装置メーカー

は日本がまだ大きなシェアを持っているとおっ

しゃいましたが、そのような力を持ったもとも

とはやはり装置や素材を作る、例えば液晶であ

ればシャープが引っ張っていたというところが

大きいですね。多分シャープも堺工場の次の工

場を日本に作るかどうかわからないわけです。

そうなってくると日本国内でそういうことが出

来なくなってくる可能性があるわけです。どの

ように技術力を蓄えて、あるいは伸ばしていく

かということを考えていくのが今後の非常に大

きな課題ではないかと思いますが。

高 すごく重要でその通りだと思います。日東

電工やＳＫＥと話したことがありますが、部材

メーカーで規模があまり大きくない企業の場合

がありますね。エレクトロニクス関係の部品、

素材等の企業の場合、これからはやはり国内で

シャープ、パナソニック相手ではなく、中小企

業部材メーカーもグローバルに考える必要があ

るのではないかと思います。もしシャープが堺

工場の後も中央に拠点を移していった場合、当

然食い込んでいきますし、韓国の企業や台湾の

企業、それから中国で液晶等も生産が伸びて来

ると思います。そのような企業にどう食い込ん

でいくのか、中小企業や中小部材メーカーのグ

ローバル展開をすごく求められると思います。

シャープは当然、ＳＫＥはもともと写真関係の

技術力を持っている会社です。その技術力をい

かしてシャープ１社に依存しないといいますか

グローバルに視野を広げて展開していくことが

必要じゃないかと思います。

司会 ありがとうございました。質問は以上と

させていただきます。高先生、ありがとうござ

いました。皆様、盛大な拍手をお願いします。

（拍手）
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Ⅱ パネルディスカッション「大阪・関西経済の 2011 年の展望」

パネリスト（順不同）

山中 和広氏（近畿経済産業局 総務企画部調査課 総括係長）

武者 加苗氏（財団法人関西社会経済研究所 研究員）

平山 和久氏（大阪信用金庫 経営企画部調査課 課長代理）

コメンテーター

高 龍秀氏（甲南大学 経済学部教授）

コーディネーター

徳田 裕平（財団法人大阪市都市型産業振興センター 経済調査室長）

１．景況の動向と課題

徳田 本日は３名の方をお迎えして３つのラウ

ンドに分けて話を進めたいと思っております。

まず、第１ラウンドでは自己紹介かねまして景

気の現状をどのようにご覧になっているか、関

西や大阪の経済の課題は何か、そういった話を

お三方から承りたいと思っております。ではま

ず最初に関西、近畿全体の景況につきまして近

畿経済産業局の山中様からお話を頂戴いたした

いと思います。山中様よろしくお願いいたしま

す。

山中（参考資料 P45） 近畿経済産業局調査課の

山中と申します。よろしくお願いいたします。

近畿経済産業局調査課は名前の通り近畿、福

井も含めました２府５県の景気の動向等を調査

している部署です。

まず近畿産業局管内の経済動向ということで

すが、３ヶ月に１度経済産業大臣の前で各地方

の経済産業局長が集まり会議を行う場がありま

す。大体３月、６月、９月、12月にこの会議が

行われ、その中で景気の動向を発表した資料が

こちらです。中身についてはよく新聞で言われ

ています月例経済報告などと細かいところで違

いはありますが特に大きな違いはありません。

12月に発表した経済動向では、近畿経済は横ば

い傾向にある、と発表しました。リーマンショ

ックで景気が落ち込んでいった後、各種の政策

効果等によって緩やかに持ち直してきていまし

たが、直近ではエコカー補助金が終了し、欧州

等の景気が少し先行き不安ということで輸出が

横ばい、生産が弱含みということで推移しまし

た。そのようなことで内容は大きくは変わりま

せんが、近畿もやはりエコカー補助金が終了し

たことで若干の影響を受けて生産は弱含みとい

うことになりました。

個人消費も一進一退です。これは 12月発表の

資料で 11 月以前の統計をもとに発表をしてい

ますので、12月以降の統計はまだわかりません。

そういう訳で 12 月に家電エコポイントが半減

になりましたが、その影響がはっきりとしてい

ません。当局では個人消費は大型小売店販売と

いいまして、百貨店やスーパーの販売状況をメ

インに調査をしています。実は個人消費は統計

が少なく、大型小売店販売の百貨店とスーパー

というのは全小売業の約 14％の割合というこ

とで、その他不足している部分はどのように調

べているかというと、業界団体の自動車の発表

や家電の業界内部からの発表の資料、それから

こちらの地域経済調査においては当局の方で大

手企業、中小企業にいたるまでヒヤリングを行

い、その中で肌感覚というのも踏まえて発表し

ています。

マクロではこのように発表していますが、

我々が気をつけていきたいのは中小企業の数で

す。事業所数は全国も近畿も中小企業が 99.4％

を占めています。従業者数は全国で大手企業が

19.9％、中小企業が 80.1％と、事業所統計では

中小企業に勤めている人の方がかなり多いとい

うことに気をつけていきたいと思います。

最後に鉱工業生産指数の 11 月の速報を配布

しています。それを見ていきますと輸出と生産

というのは非常に相関性が高く、同じような動

き方をしています。また、出荷を見ますと上昇

している業種は一般機械工業で半導体製造装置
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やショベル用機械が主な品目です。それから鉄

鋼業も上昇しています。輸出の寄与度上位品目

の方も鉄鋼、建設用・鉱山用機械、と非常に似

ているところがあります。生産で減少となった

品目にセパレート形エアコンというのがありま

すが輸出の方も加熱用・冷却用機器というのが

あり非常に相関性が高くなっています。やはり

海外の景気と生産というのを我々は注意して見

ていくというところです。

徳田 どうもありがとうございました。景気の

方は総じて横ばいということですね。鉱工業生

産指数は若干足元は回復しているようですが、

今後は弱含みという表現ですね。

引き続きまして同じく関西圏全体、さらには

日本経済をもマクロ的な観点から研究されてお

られます関西社会経済研究所の武者様はどのよ

うにとらえていますでしょうか。よろしくお願

いします。

武者（参考資料 P51） では関西社会経済研究所

の研究成果を交えながら足元の経済についてご

紹介させていただきます。

最初にリーマンショック前と比べて今の関西

経済がどうなったのかというのをポイントに少

しお話したいと思います。

当研究所の経済予測は、計量モデルに基づい

た予測を行っています。つまり、様々な数字、

統計データに基づいてそれをさらにマクロ経済

を表す方程式・枠組みを構築したうえで客観的

な予測を行っているという特色があります。つ

まり肌感覚だけではない予測ということです。

さらに四半期ごとに公表しているのですが、見

通しだけでなく、例えば今回でしたら民主党の

経済対策などが関西経済に与える影響というの

を具体的な数字で示しています。

足元の関西経済の実質ＧＲＰ成長率は 2010

年度で 2.6％成長となっています。地方のデー

タは公表が遅れるため 2008 年度、2009 年度に

ついてもまだ見通しになります。2.6％というの

はこのところ結構いい数字ではありますので、

その数字だけを見るとまだまだ景気がそこまで

回復しているわけではないのではという実感を

持たれる方が多いと思います。

どうしたらその実感にあった数字として見る

ことができるのかと考えまして、ここで個別の

数字をご紹介したいと思います。あくまでＧＲ

Ｐの成長率というのは方向性を示すものです。

2010 年度に関してはその前の 2009 年度が悪す

ぎるので、どうしても高めの数字が出てきます。

これを各指標で確認します。倒産、求人、輸出

それぞれを前年同期比で見ると、前年の数字に

左右されてしまうことがあり、特にリーマンシ

ョックのような大きな事件が起こった後に数字

を見るときには注意が必要となります。

リーマンショックの直前、2008 年８月を 100

として指数で書くと、倒産に関しては逆行する

ので増加するほど悪く、減少するほど良いとい

うことになりますが、それを見ると関西の場合

は 2010 年に入って倒産件数は減少してきてい

ます。一時のことを思うと減少してきています

が、それがリーマンショック以前の水準に戻っ

たかというとまだそこまで言えないのではない

かと思います。全国は以前の水準に戻っていま

すが。

新規求人数に関しても前年同期比で見ると回

復してきていることがわかります。2009 年１月

に比べると少し上がってきているものの水準で

見るとリーマンショック前の水準、2008 年８月

の水準にはまだ到達していません。つまり 100

より下回っているということでショック前のレ

ベルを回復していないということです。

輸出に関しても同じことがいえます。特に中

国向けに関してはリーマンショック前の水準に

近づきつつありますが、やはり欧米向けの輸出

がまだまだ不調です。

このようなことが少し皆様の実感と近いもの

になるのかと思います。関西にはこのような低

調な数字だけでなくて面白い動きもありますの

で次の第２ラウンドでお話させていただきます。

徳田 どうもありがとうございました。前年同

期比で見ると倒産が減っていて、求人は回復し

ていますが、リーマンショック以前の水準には

戻ってない、一方、輸出は中国等が堅調で比較

的戻りが早いですが、欧米に関してはまだまだ
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という状況というお話かと思います。

それでは、エリアを関西から大阪に絞りまし

て、大阪の景気につきまして大阪信用金庫の平

山様いかがでしょうか。

平山（参考資料 P58） 大阪信用金庫経営企画部

の平山です。よろしくお願いします。

私ども大阪信用金庫は中小企業の取引先が多

数ありますが、中小企業というより中小零細企

業と言った方がいいかもしれません。従業員規

模が 20名から 30名ぐらい、資本金は 5,000 万

円以下の取引先が大半です。そのような取引先

に対して毎年四半期ごとに年４回、景気動向調

査を実施しています。この調査は昭和 49年８月

にスタートして昨年12月の調査で146回を数え

ることになりました。調査企業は大阪府下はじ

め尼崎市を含めて 1,913 社でそのうち昨年 12

月は 1,424 社の中小企業の事業者から回答をい

ただきました。業種は製造業 384 社、卸売業171

社、小売業 207 社、飲食業 117 社、建設業 203

社、サービス業 190 社、運輸業 70社、不動産業

82社という内訳です。

今回の調査から分かった点のポイントは中小

企業の景況感にはまだ不透明感が残っていると

いうことです。製造業ではついに売上ＤＩがプ

ラスに転じました。７期連続の改善となりまし

た。そして小売業、飲食業は依然として厳しい

苦しい姿が浮かび上がっています。

最新の平成 22年 10～12 月期の中小企業の景

況感は、全業種平均で売上も収益も業況判断指

数のＤＩは昨年７～９月期と比較して上向きま

した。売上ＤＩの回復の要因は販売数量が主な

要因です。

業種別では製造業で平成 20 年４～６月期以

来ずっとマイナスにあったＤＩが今回プラスに

転じました。７期連続の改善という形で他業種

を牽引したという結果が出ました。製造業にお

いてもやはり販売数量の増加が主な要因です。

売上ＤＩ、収益ＤＩ回復の要因についてはエコ

ポイント制度の縮小にともなう家電の駆け込み

需要や年末商戦等があってどの製造業と問わず

今回については好影響があったと思います。

一方で小売業は年末商戦を機に景況感は幾分

回復しエコポイントなど政府の景気対策の効果

もありましたが景気の先行きに不透明感が漂っ

ています。また消費者の将来に向けての不安は

募る一方で財布の紐は依然固く小売業を取巻く

環境はここ数回の調査でずっと厳しい状況が続

いています。

飲食業も 12 月期に向けての好影響があり景

況感は幾分回復していますが猛暑による野菜の

高騰の影響や平年を上回る高値が今後も予想さ

れ、収益についてはかなり厳しい状況が今後も

予想されます。

製造業についても先ほど回復したと申し上げ

ましたが今年に入ってから鋼材価格の高騰が

徐々に出てきている状況で、建設資材について

も価格は上がってくるような心配があります。

最後に設備投資について少し変わった動きが

ありました。設備投資は全額自己資金で資金調

達していた企業が大半でしたが、今回は企業の

５割以上が借入あるいは全額借入でかなり増え

てきました。設備投資意欲を刺激しているわけ

ではありませんが今回は違った動きが出てきた

と思います。

私どもの調査では大手企業では急速に景況感

が回復した企業もありますが、中小企業では急

速に回復したというよりも回復するまでに至ら

ずに下げ止まった１年だったといえるのではい

かと考えています。

徳田（参考資料 P69） どうもありがとうござい

ました。先行きには不透明感が漂っているとい

うことと、現状は製造業ではかなりリーマンシ

ョック以前に戻ったけれども、小売業や卸売業

にはまだまだ戻り方が弱いというお話しと思い

ます。設備投資が前向きになってきた企業があ

るというのは非常に心強いお話かと思って聞き

ました。

先ほど来、山中様も平山様もエコポイントと

いうお話が出ましたが、先月、自転車小売大手

のアサヒの下田社長とお話する機会がありまし

た。ご存知の通り、この２、３年は自転車ブー

ムということで非常に業績が良かったんですが、

その自転車ですら去年の１月ぐらいから全然売

れなくなったとおっしゃっていました。振り返
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ってみますと、去年の３月末にエコポイントの

１回目の締切がありまして、その後、延長され

ましたが先月 12 月末に２回目の期限を迎えた

わけでして、家電などに特化した制度になって

いたわけです。よく考えてみますと、例えば猛

暑だったのでクーラーを買いました、冷蔵庫も

ちょうど古くなり省エネ化が進んだので買い替

えました、薄型テレビが安くなったのと地デジ

対応も必要なので買い替えました、となると全

部買えば 30 万円、50 万円の出費になるわけで

すね。そうすると収入が伸びないなかで 30万円

も 50万円も払ったら、自転車も買えないし、服

も買えなくなるわけです。下田社長はエコポイ

ントじゃでなくて、エコヒイキポイントだとお

っしゃっていました。ユニクロのファーストリ

テイリングもあまり業績が良くないというのも

多分エコヒイキ商品に回ってしまって、本来、

潜在的に売れてもよかったという商品にお金が

回っていかなかったということを、いみじくも

下田社長はおっしゃったのかなと思って聞いて

いた次第です。

さて、大阪市経済局でも大阪府と一緒に四半

期毎に景気観測調査をしていまして、最近の状

況はだいたい金融危機以前の水準近くまで戻っ

てきているということは我々の調査でも明らか

になっていますので、全体としてある程度回復

してきているという感じです。

アンケート調査では色々な指標で観測してい

ますが、注目してほしいのは過去の最高時、最

低時の水準と比較して、出荷・売上高や利益な

どで過去の上限、下限の真ん中付近まできてい

るというのがわかると思います。唯一、雇用に

関しては、まだ真ん中まで至っていないという

ことです。我々の調査からみると、売上もまあ

まあ上がってきているし、利益もそれなりに出

てきているという感じですが、雇用に関しては

従業員を雇うまでに受注が見込めるという状況

には至ってないという感じかなと我々としては

認識しています。

以上、私を除いて３名の方のお話がございま

して、先行きの不透明感とか懸念とかあるわけ

ですけども、総合しますと直近の動向としては

横ばいかちょっと上向きかなということかと思

っております。

２．大阪・関西のポテンシャル

徳田 まだ１月ということで残り 11 カ月以上

あるわけですので、第２ラウンドでは年初とい

うことで明るい話題をそれぞれお教え願えれば

と思っております。まずは近畿経済産業局の山

中様からそういった事例をご紹介いただければ

と思います。山中様よろしくお願いします。

山中（参考資料 P48） 本日のシンポジウムは副

題が「拡大するアジア市場への参入戦略を再考

する」ということになっていますので、近畿経

済産業局の取り組みの中で海外展開について説

明したいと思います。

先ほど輸出と生産の相関性について申し上げ

ましたが、実は日本の強みというのは自動車や

ハイテク家電などと言われています。先ほど寄

与度で上位にあったショベルカーや一般機械、

それから設備投資の機械が好調です。鉱工業生

産指数の財別グラフで車や家電などの消費財は

直近は動きが下がっています。しかし一般機械

や化学などの投資財は逆に少し上向いていまし

て、先ほどの輸出との相関性でいいますと決し

て自動車や家電しか海外には通用しないという

ことではありません。逆に言えば一般機械など

の幅広い裾野のある産業でも十分に海外展開が

可能だということです。さらに全国は輸送用機

械である車が非常に多いのですが近畿は本当に

バランスがとれていまして、化学、鉄鋼、一般

機械、電気、食料品と各産業が配置されており、

産業すべてにおいて輸出や海外展開の可能性が

あります。

こうした中で近畿経済産業局では今年度の取

り組みとして昨年５月に環境と省エネのフォー

ラムを立ち上げました。産と官の協同のフォー

ラムの内容は、タイ、中国広東省、中国遼寧省

へのミッションの派遣です。今新幹線のトップ

セールス等いろいろ言われている中、近畿経済

産業局はトップセールスと言うとところまでは

いきませんが、近畿の省エネに関係ある一般機

械のある企業とタッグを組んでタイや広東省、
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遼寧省で現地の商談会に参加するといった取り

組みをしています。

もう一つ海外展開で大事なことは国際航空機

市場への参入です。航空機産業はほとんどがボ

ーイング、エアバスで、日本では三菱重工が最

近自社で航空機を開発していますがほとんどが

海外の企業になっています。ボーイング、エア

バスに下請けティア１、ティア２、ティア３と

いう下請けがありますが、そこになんとか近畿

の中小企業が参加できないかということでタッ

グを組んでミッションを派遣したり、国内の大

手企業でもボーイング、エアバスの下請けのテ

ィア１になっている新明和工業、島津製作所、

川崎重工業といった主要な関連メーカーと取引

が出来ないかということで、我々は中小企業と

一緒になって取り組んでいます。

このように一般機械でも海外展開ができると

いうことでミッションを組んでいますが、裾野

をもっと広げていきたいということで今年度の

10 月から来年度の予算に向けて中小企業の海

外展開等支援事業を設けました。中小企業が海

外に行くのが大変だ、国内の需要が冷え込んで

いる中で海外に工場進出しよう、新たな引き合

いが海外から出てきた、そういった時にジェト

ロや中小企業基盤整備機構などの各関係機関と

一緒になって相談できる窓口を設けたり、海外

の見本市の出店に補助するといった形で支援を

していくために今年度の補正、それから来年度

に向けて 25億円を予算要求しています。

海外展開支援事業は 10 月に動き出したばか

りで実績というのはまだありませんが、地域経

済調査で和歌山の梅干しを作っている工場にヒ

ヤリングに行きますと、梅干しを作っている工

場でも梅酒を中国に輸出しています。中国は国

の花が梅でもともと調味料はありますが、実は

酸っぱい梅干しは日本オリジナルでさらに梅酒

も日本オリジナルのものです。また中国やアジ

アの方には甘い口当たりが非常に好評というこ

とで、支援なしでこの梅酒を輸出しようと取り

組んでいるところがあります。

農業から一般機械、中小企業の方々が海外展

開するのに少しでも支援できればということで

このような制度を設けていますのでご活用いた

だけたらと思います。

徳田 どうもありがとうございました。総じて

言いますと近畿のバランスのとれた製造業の攻

勢が先端的なニーズや中国等の梅酒等のニーズ

に対しても適応できていて輸出につながってい

るということでした。中小企業の輸出に関して、

お手許の資料の中に「海外に打って出よう」と

いうパンフレットを入れています。これは大阪

市経済局がＡＴＣの中に売りづくりセンターと

いう拠点を一昨年の秋に開設して事業を進めて

いるというお知らせです。１年余り活動した結

果、これまでに相談件数が 104 件で成約案件も

約 10件に達しているということですので、もし

ご関心がございましたらＡＴＣの中にあります

売りづくりセンターを是非ご活用願えればと思

っております。

引き続きまして、中小企業向けの金融を担っ

ておられます大阪信用金庫の平山様の方から企

業における外需獲得の動きなどがございました

らご紹介いただきたいと思います。

平山 先ほど申し上げましたように大阪信用金

庫の取引先は非常に経営資源の少ない中小企業

が大半です。その中で中小企業の取引先で輸出

を手がけていくというのは決して数が多いわけ

ではありません。ただこれまでになかった動き

として輸出を手がけていく企業も出てきていま

す。実際にお取引を頂いている企業が数十社あ

りますが、その中で２社ご紹介したいと思いま

す。

１つ目は建設不振で国内需要が減退する中で

中古の建設機械を日本で仕入れ、中国、ベトナ

ム、バングラデシュ、香港などに輸出、販売し

ているＡ社です。この事業を手がけるＡ社はも

ともと社長のお父さんがＮＣ旋盤やマシニング

センターのアマダの建設機械の部品を製造する

商売をしていましたが、息子さんがどうしても

海外の取引がしたいということで独立して法人

設立しました。業歴はまだ２年弱です。息子さ

んは建設機械業界に従事していましたので業界

のノウハウがありました。さらに海外経験があ

り英語とフランス語が堪能ということ、これに
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加えてお父さんの仕事を手伝ううちに海外での

人脈も持ったということが今回の成功の要因で

はないかと思います。Ａ社の中古建設機械は平

均すると１台２千万円で、今は月に２台、４千

万円のペースで売っていると聞いています。

中国をよくご存知の方はご承知のように、今

後インフラ整備が伸びていく中で建設機械がど

んどん必要になってくると思います。特にアジ

アで日本製の建設機械が非常に重宝がられると

いう話を聞いています。中古でも品質が非常に

よく故障が少ない、さらにメンテナンス部品に

純正を使っているのはなかなか少ないというこ

ともあって非常に故障が少ないことが高値で取

引される要因となっているようです。昨今、海

外進出が進む中で新設機械を作る大手メーカー

ではアジアで原料調達から製造、販売する動き

もあるようですが、経営資源の少ない中小企業

ではそのようなことはなかなかできません。中

小企業は大手企業と同じような方法は不可能で

すが、Ａ社のように大手企業の隙間を狙って商

売を始めて拡大している企業もあります。

建設機械以外にはミシンの中古も同じような

形が出てきています。もう１社は医療用の消耗

品販売でアジア方面に輸出する会社です。具体

的には採血の機械です。もちろん採血は看護婦

さんがしますが、その後のラベルの貼り間違い

や採血管の取り間違いが後進国というかアジア

の方ではまだまだあり、それに基づく医療ミス

も起こっているということです。そこで、非常

に小型でごろごろと動かせるようなもので、採

血してラベルを自動的に貼付させて収納まで行

えるという採血機械を作ってこれをアジアに輸

出しています。代表者の方は前に勤務していた

会社が倒産し、代表者が開発途中だった採血装

置を独自に開発しました。近畿経済産業局の異

分野の新事業開拓計画に関わる認定を取って平

成 21年７月に法人を設立、輸出で成功していま

す。

その他小規模ですが食品関係でアジア方面の

輸出を始めている企業があります。どういう食

品かというと、そばぼうろや幼児用食品です。

子供向けの輸出を始めた企業も出てきています。

中小企業の中ではこのような取り組みはまだま

だ小規模ですが以前にはなかった動きが出てき

たことは確かにあります。私どもも金融機関と

してこういう所をバックアップして事業拡大に

一助になれたらと思います。

徳田 ありがとうございました。今ご紹介いた

だきましたＡ社、Ｂ社は中国、インドというア

ジアの２大市場の事例でしたが、やはり市場の

懐の深さ大きさというのを感じました。そうい

う意味では中小企業もまだまだ海外にチャンス

があるということをお話から伺えたんじゃない

かなと思います。

お２人から伺いました事例は海外の事例でご

ざいましたけれども、国内ではどういった動き

があるかというお話を関西社会経済研究所の武

者様の方から承りたいと思います。

武者（参考資料 P53） 先のお２方が主に企業部

門のお話をされましたので私からは個人部門の

お話をさせていただきたいと思います。

資料は関西府県別にみた関西経済の規模です

が、それぞれの経済力といってもいいと思いま

す。横は各府県のシェアで縦が関西の各府県の

成長率を表したものです。それぞれ人口規模に

応じて経済規模も異なり、さらに経済規模のあ

り方も少し違うということです。例えば大阪な

どはシェアが大きいですが成長率は低いという

ことになります。

今回はその中で奈良に着目してご紹介したい

と思います。奈良県は昨年、平城遷都 1300年記

念事業が行われまして全国的にも着目度が上が

ったと思いますがその勢いをもって今年度も

様々な取り組みを行っています。当研究所でも

研究を続けていますし、さらにその過程で調べ

て見ますといろいろポテンシャルの多い面白い

県だということがわかってきましたので少しご

紹介したいと思います。

関西各府県の就業者数とどの県で働いている

のかをマトリックスにしたものを見ますと、奈

良県の人が奈良県で働いているのが 44万人、他

の県、特に大阪府に多いのですが 16万人が大阪

府で働いていまして合計すると関西の各府県で

179,528 人の方が働いているということになり
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ます。先ほどのスカイライン図と比べると非常

に県の規模に比して大きいということがわかる

と思います。もちろん県外就業者数が最も多い

のは兵庫県ですが、奈良県がこれだけ多いとい

うことです。実際、皆様の中にも奈良県出身で

大阪で働いている方が多いと思います。奈良県

というのは大阪府や京都府に対して非常に大き

な人材の供給源になっている可能性があります。

さらにこれを収入の方で見てみますと奈良県

は面白い特色がありまして、収入は全国平均よ

り高く毎年全国を上回っていることがわかりま

す。さらに勤労者世帯の収入に占める配偶者の

収入の割合が 47位です。決して奥様の稼ぎが悪

いということではなくて専業主婦が多いという

ことの裏付けでもあります。今時専業主婦にな

れるということは逆にいうとある程度裕福な家

になるわけですが、それを裏付けるように世帯

主の勤め先収入額は奈良県は４位です。ですか

ら奈良県の場合、相対的には所得の多い方がた

くさん住んでいてそれが残念ながら奈良県で働

かないで県外で働いている方が多いということ

が類推できるわけです。

昨日、京都市営地下鉄に乗る機会があったの

ですが、京都市営地下鉄は奈良県と近鉄電車と

乗り入れしていますので、今奈良県内で消費を

しようという奈良県のキャンペーン広告が車内

に掲示されています。これは奈良県の方は他府

県で勤めている方が多いということもあって飲

み会なども勤務地の近くでしますがそうでなく

て奈良県内でちゃんと消費をして下さい、そう

すれば地方消費税１％が奈良県に還元されます、

というなかなかマニアックなキャンペーンをし

ているようです。今日は大阪市営地下鉄の中央

線で来ましたが、近鉄電車の吊り広告に奈良県

の平城遷都記念の商品券を１万円で 11,500 円

分売って奈良県内で消費させようというキャン

ペーンもしていました。それはこういった素地

があるからです。収入が多いのにもかかわらず

奈良県内でなかなか消費をしない奈良県人の消

費傾向を変えようという試みかと思われます。

ただそういった奈良県ではありますが、昨年

の平城遷都 1300 年記念事業では奈良県に大き

な需要が生じて経済波及効果もありました。当

研究所が昨年試算したもので経済効果を見ると、

やはり奈良県に大きな経済効果が発生していま

す。ただそれは大阪、兵庫や京都といった府県

にも一定数の数字が落ちるということです。こ

れは特に他地域との関係が深い奈良県ならでは

の現象ではありますが、関西各府県の産業が非

常に府県の域を越えてつながっているというこ

とです。この後の第３ラウンドでもご紹介しま

すが、やはり地域を越えた交流、当該する地域

だけではなく周りの地域にも大きな、しかもい

い影響をもたらすということが証明された事例

であったと思います。

奈良を持ち上げましたがいろいろボトルネッ

クはありまして、宿泊施設が少ないなどの問題

はありますが、今後どのように解消していくか

奈良県も頑張っているようです。そういった取

り組みを当研究所としても７月頃にはご報告で

きればと思っていますのでその際には是非見て

いただきたいと思います。

徳田（参考資料 P70） どうもありがとうござい

ました。近畿に占める奈良と和歌山の成長率の

低さというのは非常に印象的です。もう一つは

奈良には高所得者、サラリーマンが多いという

ことです。私も前職は都市銀行系のシンクタン

クにおりましたが、その都市銀行の行員の方々

の多くの方は奈良にお住まいでございまして、

こういう構図なんだなと改めて思い知った次第

です。そういうことで奈良も観光をてこに経済

成長していただくと、先ほどの成長率も高くな

って平均並になっていただければいいのかなと

思っております。

先ほどの輸出の話では、秋頃にピークがあっ

て、その後ちょっと下がってきているような動

きのお話がありました。円高傾向ということで、

円レートは最近は 82円台ですが、３年半前まで

は 120 円の水準で安かったというのが為替レー

トのグラフです。大阪港と関空の輸出額の合計

で見ますと、確かに円ベースで見ますとこうい

う形で上がったものの金融危機で下がっている

んですが、ドルベースで見ますと比較的高い水

準を維持していて、落ちたといっても非常に良

かった 2008 年中頃の水準です。いかにドルで見
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ると違った感覚が出てくるかということです。

大阪港と関空の輸入額の合計も、円で見ると

これぐらいなんですけどもドルでみるとこの水

準なんですね。2003 年から 2007 年を平均 100

とすれば、直近は 150 まで達しているんですね。

この図を書いてみて思ったことは、決して今の

グローバル時代、円ベースだけで状況を見てい

ると判断を誤りかねないと思った次第です。

お三方の話を総合しますと、１つは従来から

つながりがあり、成長著しいアジア市場への輸

出という形で成長できるということ。２点目は

航空機部品の話がありましたけども関西のバラ

ンスのとれた製造業、ものづくりの先端技術を

活かすことでグローバルなニーズにも応えられ

るということ。３点目は武者さんの方からお話

がありましたけども、関西の観光ポテンシャル

を使うことで非常に波及効果を発揮することが

できるということでして、いずれも関西ならで

はという形で捉えてもいいのかなと思っており

ます。今後ともこうした展開が続けばさらに成

長できるポテンシャルがあるのかなと思った次

第です。

では、第２ラウンドを終えまして高先生の方

から感想か何かございましたらお願いしたいと

思います。

高 今のお話は大阪と関西の明るい将来の可能

性ということになると思います。話に出るかな

と思ったのですが大阪駅前に新しいビルができ

ますね。それと北ヤードが今後どうなるかとい

うことです。あれは大阪と関西に大きな影響が

あると思います。既存の大阪駅に大丸が入って

いるビルがあり、その北側に伊勢丹もできるわ

けです。確かに阪急も大きくして少し売場面積

が広すぎるかなということはありますが、いろ

いろ聞きますと伊勢丹が大阪にきたら一度は見

てみたいという消費者もいるという話です。

それから北ヤードの開発が本格的に進んでい

って企業が入り、商業施設が入り、あるいは緑

の公園になるのでしょうか。いろいろな機能が

増えるわけです。今現在、ある意味では大阪駅

が関西のハブだと思うのですがそこを行き来す

る人口が増えると思います。そのような機会を

どうビジネスチャンスにするかというと、いろ

んな企業にチャンスがあるような気がします。

最近聞いた話で面白かったのは、ＪＲがやっ

ているビジネスで知らない方もおられるかもし

れませんが、女性専用のアンジェルブというパ

ウダールームがあるんですね。実は東京駅の中

にもあってちょっと流行っています。１時間

300 円で女性専用の個室があってお化粧直しや

ヘアメイクができ、無料でハーブティーが飲め

ます。そこに資生堂やワコール、パナソニック

がコラボしています。資生堂が化粧品の試作品

をおいたりワコールのストッキングが買えます。

就職活動をしている女子大生が大阪から最終面

接で東京行くときにお金がなかったら夜行バス

で行くんですね。ヘトヘトになって東京駅に着

いてアンジェルブがあればすごく便利です。そ

こで勝負の役員面接の前にもう一度１時間ここ

でお化粧直しをして気持ちを入れかえて面接に

行くといいます。

大阪駅は１日何十万という人が出入りするの

でしょうか。その何十万人それぞれが消費者で、

そのニーズをどう引きあげるかだと思います。

そういうチャンスが今後大阪駅の再開発なり新

ビルにあるのではないかと思います。

徳田 ありがとうございました。大阪と東京を

比較しますと駅ナカビジネスに関しては、東京

が先進的で大阪は非常に遅れていたのです。今

のお話に関連して、大阪市地下鉄が確か公募中

だと思うんですけども、新規の駅ナカ事業の提

案を受け付けておりますのでご関心のある方は

そちらにもご応募いただければと思います。

３．2011 年の展望・政策

徳田 第３ラウンドでは 2011 年の展望という

テーマでみなさんからお話を頂きたいと思いま

す。その際、組織を代表してではなくてご自身、

個人としてでも結構ですので、今年のキーワー

ドをそれぞれあげていただきながら今年の見通

しについて触れていただければと思います。ま

ずは大阪の地元企業がどのような展望を描いて

いるかということに関しまして、大阪信用金庫
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の平山様から伺いたいと思います。

平山（参考資料 P63） 昨年 12月に定例の景気動

向調査を実施しましたが同じ時期に特別調査も

実施しております。2011 年の景気予測について

中小企業約 1,400 社に実施したところ、2011 年

に景気が「拡大する」という企業は 11.7％、「横

ばい推移」が 41.7％、「悪化する」が 46.6％と

いう結果なっています。これは昨年の調査と比

較すると「拡大する」がわずかに増加しただけ

で、つまり「悪化」が減って「横ばい」が増え

たという状況です。先ほど明るい話をしたとこ

ろでまた暗い話をして恐縮ですが、やはり中小

企業の経営者の方は 2011 年に景気が上向くと

は決して考えていない様子がここからも伺える

と思います。

特別調査の中では政府に対する要望というこ

とも調査しました。「具体的な景気対策の早期な

実施」が 71.1％ということで圧倒的な数字にな

っています。エコポイント制度や補助金が終了

していく中、新たな政策の実施をかなり強く望

んでいると思います。このような結果を見てみ

ますと、景気対策だけではなく中小企業にとっ

ても、金融機関にとっても、大阪信用金庫にと

ってもキーワードとしては“具体性”と“スピ

ードと実行力”になってくるのではないかと考

えております。

また、この特別調査の中で金融政策について

アンケート調査をしました。金融円滑化法は１

年間の延長ということで時限立法もおそらく通

るだろうと思われますが、「金融円滑化法の延長

を望む」が62.9％でした。金融円滑化法の延長

を希望する理由は「景気回復が遅れているから」

が圧倒的です。

緊急保証制度も３月で終わります。これにつ

いて今現状は３月で終わるということで動きは

ないと思います。緊急保証制度の延長を望むと

いう声が７割を超え、金融円滑化法以上に高い

結果が出ています。その理由は「借入の選択肢

を残して欲しい」が 53.1％、「中小企業支援と

いう観点から必要である」が 43.6％です。金融

機関からの直接借入ももちろんありますが、１

つずつ施策も消えていき、金融の景気対策も１

つ消え、もうじき消えるものもある、金融政策

についても終わるということになってくる中で、

やはりパイを持っておきたいという部分もこう

いう所に表われているかと思います。

2011 年も中小企業はかなり厳しい景況感に

厳しい見通しを持っていることだと思います。

その中で大阪信用金庫は中小企業をお取引先と

して長年やってきましたし、地域経済の担い手

である中小企業が元気に前に進んでいくことが

地元大阪の発展につながると考えています。

現場で事業者と話をしますとどういうときで

も売上が伸びない、販路が広がらない、新商品

の開発をしたいが技術的なことを相談するとこ

ろもがないのでどうしたらいいのかという相談

が多々あります。このような中で私どもでは平

成 13年１月から、大手銀行が総合病院なら私ど

もは町医者に徹しようということで「この街の

ホームドクター」というキャッチフレーズを使

って相談を聞き、相談件数も今年度に入って

518 件ありました。技術的に専門的な相談にも

答えられるように当金庫は中小企業応援センタ

ーの採択を受けています。実は来年度は事業仕

分けでこれも縮小されるような話も聞いていま

すが、応援センターでの技術支援の相談が今年

度は 381 件あります。中小企業のこういうニー

ズはまだまだこれからも増えていくのではない

かと思います。私どもはやはり事業者と一緒に

悩み、一緒に考えて一緒に解決していくという

方向が今後も一番重要ではないかと思っており

ます。このような取り組みを今後も進めていき、

ホームドクターに徹した活動をしていこうと思

います。

徳田 どうもありがとうございました。中小企

業の皆さんは期待していると思います。先行き

が不透明な中で緊急保証だとか円滑化法の延長

を望んでおられるのは致しかたない話と思いま

す。“具体性”と“スピードと実行力”というキ

ーワードをあげていただいたんですが、政府に

対するものなのかなと思ったんですが、どうや

ら金融機関ご自身と中小企業の方々に対しての

具体性、スピード、実行力ということと理解し

ました。
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最後のフレーズにありましたように、お力に

なっていただけると思いますので是非ともご相

談ありましたら大阪信金様の方に頼っていただ

ければと思っております。

引き続きまして近畿産業経済局の山中様の方

から 2011 年の展望等につきまして来年度予算

のお話を伺いながらお話していただければと思

います。

山中 役所の人間が今年の景気予測を軽々しく

口にすると非常に問題になりますので景気の先

の動向を見ますと海外の景気に非常に左右され

るところが大きいです。海外需要を取り込むた

めのキーワードということで以下の２点をあげ

ました。

１つは継続性ということで先ほども徳田室長

からありました通り産業構造、輸出との結びつ

き、観光面というところからこの継続性の説明

をしたいと思います。

まず貿易面というのは、近畿の方はアジアと

の結びつきが非常に緊密になっていまして、

2009 年の輸出額の構成比は全国が 54.2％、近畿

は 65.0％ということで近畿は非常にアジアへ

の輸出が大きく結びつきが緊密です。実を言い

ますと最近の話ではなくて過去から、古くは戦

前からあった話で、ただ戦前のデータがありま

せんでしたので私が分かった範囲でいきますと

1986 年の全国のアジア向けの輸出は全体の

24.6％、近畿は 37.0％ということで昔からみて

も近畿というのはアジアとの輸出が非常に活発

ということです。

理由としては繊維商社が近畿に多かったので

昔の輸出主力産業である繊維の取引が活発であ

ったというのがあります。それから実は港路で

すね。神戸港や大阪港のアジア向け港路は東京

港、横浜港とほぼ同数ということでこれも昔か

らあまり変わっていません。

税関の方にいろいろ聞きますと、港路を変え

るというのは非常に大変なことで、港湾に携わ

る方のしがらみもありますし港の大きさという

問題もあります。そういうことで港路を変える

というのは非常に大変な作業です。例えば工場

ですが土地が安いので四国や他の地域に移そう

といっても港が少なければ輸出する物には当然

港に行くまでの運賃等がかかってしまいますの

で、アジアとの緊密を活かすためにできれば工

場や事務所は近畿に留まっていただいてアジア

と交流を活発にしていっていただきたいと思い

ます。

もう１つは観光です。地域経済産業調査でい

ろいろヒヤリングをしています。中国人の観光

客が増えていますので中国人の観光客を取り扱

っている旅行代理店の方に聞きますと、旅行代

理店が観光客の印象というアンケートをとって

いてそれを拝見してみました。近畿は東京と比

較して非常に良い印象をもたれています。観光

名所が東京に比べて近畿は多いので当然ですね。

中国人はお寺等を見ないといいながら意外と１

度来てはまった方は２度、３度と来た場合は観

光名所を見に来られる方が多いです。それから

ミナミの商店街の買い物が非常に雰囲気がアジ

アっぽくて良く、東京はブランド物が多いと無

機質だというようなことがあります。あと食べ

物が安くて美味しいという意見もありました。

このような観光は当然、そこの地域も今までに

あるものを評価し、それを活かしていくことに

よって当然海外の方から取り込めますので、先

ほどの輸出にしろ観光にしろ何か新しいことを

するということではなく今まで通りのサービス、

今まで通りの商品を輸出していけばいいのでは

ないかと思います。

それともう１つの方は多様性で、これは私の

仕事上の経験をご説明させていただきます。調

査課の前に国際課というところにおりまして領

事館の方や国際会議で来られるアジアの方を工

場見学にご案内をしたりしていました。そうす

ると語学力、当然私もプアな英語ですのでコミ

ュニケーションに苦労したのを覚えていますが、

そういったものよりもやはり本当にいろんな人

達がいますのでそのいろんな人達はうるさいか

ら相手にしたくないというのではなく、きっち

りと受け入れた上で意見を言えば、例えば中国

の方でもかなり無茶な要求は言いますがこちら

がはっきり出来ませんといえばそれ以上は言わ

ずに結構素直に従ってくれたりもします。です

から海外とのお取引をしていく中で本当にいろ
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いろな人種、いろいろな性格の方をいかに受け

入れて一緒に議論をしていくかということが大

事ではないかなということで多様性とさせてい

ただきました。

最後に景気ということで、ＯＥＣＤ経済協力

開発機構が１月に発表した景気先行指数では世

界が経済の新たな成長局面に入ったと報道発表

がされています。このまま海外の景気が回復す

れば、それに伴って輸出、生産が伸び、それに

つられて個人消費もというシナリオが描けると

思いますが、やはり２、３年前を思い出してい

ただければサブプライム問題やリーマンショッ

クなど我々とまったく関係のないところで起き

た問題がこうして景気の後退に至ったことがあ

ります。やはり金融危機といったものは起こっ

てほしくないと、こればかりは我々は願うしか

ないと思っております。

徳田 どうもありがとうございました。品目別

のグラフの説明を見て思ったんですが、中国向

けで建設用、鉱山用機械が多かったのは分かり

ましたが、アメリカとＥＵ向けでも輸出に貢献

した品目に建設機械、鉱山機械がトップにきて

いるのは始めて知りました。日本は除いてアメ

リカでもＥＵでもこうした設備投資や鉱山資源

開発が進んでいるという話を非常にショッキン

グな発見として思った次第です。

リーマンショックの話に関しまして、今度、

内閣が変わりまして与謝野さんが経済財政改革

担当の大臣になられましたけども、あの人は丁

度リーマンショックが起こったときに「蜂に刺

された程度だ」というふうに楽観視していた人

なので大丈夫かなと私は懸念しています。

最後に関西社会経済研究所の武者様から関西

で経済予測をやっておられる数少ない機関の中

から今年の展望についてお聞きしたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。

武者（参考資料 P55） それでは最後に関西経済

予測ということですが、2011 年度は 1.6％、2012

年度は 1.4％と現在予測しています。グラフの

形状からしますと少し昨年により落ちるという

形になりますがこれはレベルの話ではなく向き

の話ですので 1.6％というのは近年の状況から

みても割と堅調な高めの数字ではないかなと思

います。そして補正予算などはタイムラグ？が

ありますので公的需要の部分で2011 年度、2010

年度もですが一定の景気押し上げ効果がある、

更にエコポイントの終了などで民間需要の方は

2010 年度よりは縮小するのですが、それを補う

アジア経済の好調などで関西経済は 1.6％成長

を維持すると思っています。

さらに最初のラウンドで方向性とレベルの話

をしましたので少しレベルについて見ておきま

すと、2011 年度、関西経済はリーマンショック

前の水準をようやく回復するということになっ

ています。実はまだこの時、全国は 100 に達し

ておりませんのでそういう意味では関西経済は

全国に先駆けてリーマンショック以前のレベル

に到達するということになります。この背景と

しては、先ほどから何度かありましたように関

西経済はアジアとの結びつきが強いのでリーマ

ンショックの時に全国に比べてショックの度合

いが小さかったんですね。落ち込みが少なかっ

た。その分回復も全国に比べて早いということ

が言えます。

さらにこれは関西に限らないのですが民主党

の補正予算や９月に公表されました経済対策の

効果など一定の効果があると見ております。

2010 年度、2011年度にそれぞれ景気は 0.4ポイ

ントから 0.5 ポイント程度押し上げる効果を持

っておりますが、それは 2012年度にはもちろん

消滅してしまいます。ここでどれだけ自力回復

ができるかというのが今後政策運営にも関わっ

てくることだと思います。

あとは関西経済のホットトピックスとしまし

て、2011 年は特に関西では大阪駅ビル周辺の活

性化というのが着目すべきことだと思います。

残念ながらこの予測にはそれが表れていません。

2011 年度の関西の民間需要は 0.8％ポイントの

寄与度ですが、これは残念ながらエコポイント、

エコカー補助金が終了することによって相殺さ

れてしまうことがあります。ただ大阪駅ビルの

周辺の百貨店のオープンや駅ビルそのもののオ

ープンは関西経済にとってはプラスであること

は間違いありません。
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あとよく聞かれるのが九州新幹線です。３月

12 日に九州新幹線が大阪から鹿児島まで開通

しますが、その影響についてはおそらくプラス

マイナス両方ありますので、それを考慮すると

単体ではあまり効果は大きくないかとみていま

す。なぜかというと、あくまで関西に来てもら

うことが関西経済を浮揚することにつながりま

すが、おそらく九州新幹線のオープンでは関西

人が九州に行くことの方が多くなります。です

から九州経済の方がおそらくプラスになって関

西経済はネットの数字で見るとそれほど効果は

大きくないかと思います。ただそうは言いまし

ても交流することによる効果というのは非常に

大きなものがあると思います。

先ほどの２ラウンドで申し上げました平城遷

都のことも合わせてキーワードは「交流」だと

思っています。自地域に閉じこもっていては新

たな成長は望めないのです。そういう意味では

今年は九州新幹線のこともありますし大阪駅ビ

ルの開業や関空にローコストキャリアで格安の

航空会社が就航するなど、交流による経済の浮

揚というのは今年非常に明るい望みのある分野

ではないかと思います。そういったことに期待

しながら今年がどういう経済状況になるのか、

四半期に１度ずつ更新していきます関西経済予

測でそれを反映できればと思います。

徳田（参考資料P71） ありがとうございました。

“交流”というキーワードですね。“交流”が活

発になれば関西も大阪も元気になるというお話

かと思います。

先ほど成長率では実質ベースで 1.6％ぐらい

ということでございましたけれど、我々もちょ

っと調べてみましたら、関西社研さま以外にも

関西経済の見通しをしている機関が２つありま

して、日本総合研究所と三菱東京 UFJ 銀行でご

ざいます。見通しのグラフを見ましてもあまり

変わらなくて実質で１％ぐらい、名目で 0.数％

ということでオーダーでは一緒なんですね。

2007 年ぐらいに戻るという話です。

左側のグラフは世界銀行が世界経済の展望と

いうことでＧＤＰの水準の見通しを示していま

す。各国の成長率をもとに 2007 年を 100 にした

水準を示すグラフに変えますと象徴的なことが

見えてきまして、一番上にあるのが中国です。

2007 年を 100 にして中国は 12 年に 155 ぐらい

に達するわけですね。1.5 倍以上になるわけで

す。2010 年に中国と日本の経済が並んだという

ことで仮に 500 兆円としますと、中国は 2011

年、2012 年と伸びるとしたら、増分は円換算で

約 90兆円になるんです。500兆円が 590 兆円に

なるんです。日本はというとせいぜい１、２％

ぐらいしか伸びないわけですから数兆円という

オーダーです。いかに中国を始めとするアジア

経済の伸びがボリュームでみても非常に大きい

ということがわかります。これを見て、日本企

業がアタックしない手はないというのが一般的

な感想と思っております。

私のキーワードは２つありまして１つは“平

常モード”ということなんですが、先ほど景気

観測調査で示しましたけども、過去の調査結果

の上下限の平均からちょっと上ぐらいにまで現

状はきているということです。不況、不況とい

う時代が終わってこれが当たり前だというのが

１つです。先ほど言いましたようにエコポイン

トかエコヒイキポイントかわかりませんけども、

それが終わりますので全産業に対して通常のフ

ェアな戦いが出来るということも“平常モード”

の１つの根拠と思っております。ただし、雇用

につきしましては大学の就職率もよろしくない

ということで、雇用は遅れ気味なんですけども、

その他につきましてはほぼ“通常モード”、“平

常モード”という言い方ができるかなと思って

おります。

もう１つのキーワードは“守りから攻め”と

捉えています。先週、日本経済新聞に日中韓経

営者アンケートというのが要約だけ記載されて

いまして、実は日経産業新聞には元のデータを

示していました。それをもとに私なりに加工し

たのがこのグラフです。上のグラフは日本、中

国、韓国のそれぞれの経営者が日本経済をどう

見ているかという図です。これを見ますと日本

の経営者はほとんどが横ばいで、良いというの

はせいぜい２割ぐらいしかいないんです。とこ

ろが中国、韓国の経営者は日本経済をどう見て

いるかというと、成長していると見解の３つの
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カテゴリーの比率の合計が半分ぐらいにまで達

しているわけです。ですから、いかに中国、韓

国の経営者が日本経済を頼もしく思っているか

ということの違いが一目瞭然です。日本の経営

者は、非常に悲観的・自虐的な見方をしすぎな

んじゃないかなというのが１つです。

下のグラフは日本経営者が見ている各国の経

済の現状への評価です。日本の経営者が中国経

済、あるいは韓国経済についてどう見ているか

ということです。この結果を見ましても日本の

経営者の方が自国に対してネガティブな見方を

しているということでございます。こういうこ

とから考えまして、守りの姿勢でやっていても

周りの環境が良くなることはございませんので、

攻めに転じていくしかないと、私は思っている

ということでございます。

もう１つは、先週に帝国データバンクが発表

した結果をもとに分析したのです。企業が事業

所立地を考える際、何処を候補先として検討す

るかという結果が府県別に示されていた表があ

りましたので、それを用いてグラフにしました。

大阪府に立地をしたい、候補地にしたいと上げ

ている企業の割合ですが、全般的に東京にはか

ないませんが、工場であれば東京より人気があ

るという結果です。多くの日本企業が事業所の

立地先として大阪を候補に上げているというこ

とがわかりますので、決して悲観的になる必要

はないと個人的には思っております。

先ほどの平山様のお話でも、金融機関も一生

懸命お手伝いしますということもございました。

チャンスはあるし決して過度に悲観的な見方を

する必要はないということから考えますと、ま

だまだポテンシャルはあるし、そういったチャ

ンスを是非ともものにしていただくということ

で関西経済、大阪経済が今後とも飛躍できるん

ではないかなと考えております。以上、私の見

解はそのようなことでございます。

それでは、どなかたご質問、ご意見ございま

せんでしょうか。

質問者 近畿経済産業局の方にお聞きしたいん

ですが、来年度の新規事業で今までは大企業の

支援をしてきたけれども来年度からは中小企業

の海外支援をするという情報をちょっと聞いて

おります。我が社とうちのユーザーさんとで食

品とそれを作る機械というので、今期とは考え

てないんですがそういう支援があるというのを

お聞きして、一応ヨーロッパの方を思っており

ます。２月のアンビエンテではなくその後にあ

るオーガニックビオファがニュルンベルクであ

りますので２月 15 日ぐらいから行こうと考え

ております。先ほど中小企業海外展開支援事業

の 25億円が 10月から動き出したというお話が

あったのでこれが来年度の新規事業としてお聞

きしたのと一緒なのかということと、新規事業

として来年度、そういう中小企業の海外支援が

別にあるのかということをお聞きしたいのと、

もしそれがあっているのならどこにご相談をさ

せていただければよいのかもお聞きしたいと思

います。

山中 まずご質問の内容から判断しますと先ほ

どご説明しました中小企業の海外展開支援事業

の中の予算の範囲内だと思います。ただこちら

は動き出したばかりで、今実際に動いているの

は相談体制です。例えば海外展開にあたって資

金繰りをどうしたらいいか、相手国の法制度を

知りたい、そういった相談業務をまずメインに

立ち上げています。先ほどの資料の中で商談会

やそういったものにも補助をある程度出すとい

うのもありますが、指定したこの商談会のここ

に出店すれば補助がでるという、全部の商談会

に対して補助が出るという仕組みではありませ

ん。ということで今動いているものでお伝えで

きるのは本当に相談体制業務ぐらいしかありま

せんが、こういった専門家におそらく当初は無

料等で相談を受けていただけるものと思います。

大阪市でもいろいろセンターがありましたし、

近畿経済産業局では国際事業課というところが

窓口になっています。質問の相談内容に対応し

ていろいろな関係機関が相談業務を行っていま

すので、こういった相談内容であれば例えばジ

ェトロがいいとか、中小企業の機構がいいとい

うのを教えていただけると思います。

徳田 高先生、一言お願いします。
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高 小さな事例だけ話させて頂きます。観光と

いう話がありましたがこれから日本の経済でい

ろいろ重要視されている分野があると思います。

もう一つ医療という分野もあると思います。大

阪も兵庫もかなり力を入れていろいろしている

と思います。それを結びつけて医療ツアーとい

うパッケージがあり日本でもいくつかやってい

ます。話を聞いて少しショックで考えさせられ

たのですが、実は韓国の４番目で釜山より少し

北にテグという都市がありましてそこの大学の

医学部と医療関係の企業がタイアップして医療

ツアーをしています。日本はうかうかしていら

れないとか負けていられないという気がしまし

た。

何かというと、日本ですごく難しい手術で大

病院に行っても数カ月待ちという手術があるん

ですね。それを韓国で申し込むと 24時間か２日

後に出来るということです。この韓国のテグの

ところの医療ツアーはスタッフが日本語を喋れ

て、日本語のスタッフと英語のスタッフ、中国

語のスタッフがいます。そういう人のお客さん

をとろうという体制ができているという話です。

医療の技術でいうと日本は負けていないはずで

す。日本は仕組みというものをもう少し考える

べきではないかなと思います。病院の医療レベ

ルは負けてないはずです。医療ツアーを本格的

にやる場合には、中国の富裕層やアジアの富裕

層に来てもらうという場合に語学のスタッフを

含めた対応をする必要があるのかなということ

を考えてもらいたいと思います。

徳田 どうもありがとうございます。今朝の読

売新聞の一面に梅田の北ヤードにシンガポール

の大手の病院が医療観光の拠点を設けるという

記事がありました。何でシンガポールの病院な

のかなと非常に悔しい思いをしました。確かに

そういったニーズがありますし、今の所、日本

では徳島県が頑張っているらしいとのことです

けども、関西も病院に関しては非常に技術レベ

ルが高いので、この分野でも頑張っていただけ

る筈と思っております。ではお時間もまいりま

したので本日のシンポジウムはこれにて終了さ

せていただきたいと思います。では、皆様今一

度パネリストの方々、高先生に拍手をお願い致

します。（拍手）


